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吹田市監査委員告示第 6号 

 

   吹田市職員措置請求に係る監査結果の公表について 

 

 地方自治法第 242条第 1項の規定に基づき、令和元年 9月 17日に請求人（略）から提

出された標題の監査請求について同条第 4 項の規定により監査を執行しました。この監

査結果について、同項の規定に基づき次のとおり公表します。 

 

  令和元年 11月 8日 

 (2019年)                                        

                      吹田市監査委員  岡 本 善 則 

                      吹田市監査委員  谷   義 孝 

                       

地方自治法第 242 条第 1 項の規定に基づき、令和元年 9 月 17 日に提出された吹 

田市職員措置請求について監査した結果、請求の一部に理由があると認められるため、

同条第 4項の規定により勧告し、その余の請求は棄却します。 

 

記 

 

 

 

第１ 請求の受理 

   この請求は、所要の法定要件を具備しているものと認め、令和元年 9月 17日付け

でこれを受理しました。 

 

第２ 請求の内容 

 請求書に記載された監査委員に対して請求する必要な措置は、次のとおりです。 

㊢ 
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（原文のとおり） 

 

吹田市職員措置請求書 

 

1．請求の要旨 

 

第 1 事案の概要 

本住民監査請求は、吹田市の住民である請求人が、吹田市元監査委員の石川勝（石川まさる）、

後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、及び足立将一（あだちノブカツ）らは政務活動費を違法な使途

に支出し、吹田市に損害を与え、不当利得を得ており、民法上の不法行為を行っているとして、

吹田新選会に対して政務活動費 877,262円の返還請求権を行使するよう吹田市長後藤圭二及び吹

田市副市長春藤尚久に勧告するよう吹田市監査委員に請求する事案である。 

 

第 2 請求の趣旨 

 石川勝（石川まさる）、後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、及び足立将一（あだちノブカツ）らが

所属するないし所属していた吹田新選会に対し政務活動費 877,262円の返還請求権を行使するよ

う吹田市長 後藤圭二および吹田市副市長春藤尚久に勧告すること 

 を吹田市監査委員に請求する。 

 

第 3 請求の原因 

1）吹田市議会会派吹田新選会（以下、「本件会派」とする）は、平成 30 年（2018 年）度、次の①～

③に掲げる財務会計行為を行った。 

①平成 30 年（2018 年）10 月 26 日付で、広報費として会派通信 No.36（以下、「本件ビラ」とする）

の折込費用及びポスティング費用 418,738円を政務活動費から支出した。 

②平成 30 年（2018 年）度、広報費として本件会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数料

32,832円を毎月政務活動費から支出した。12か月の合計金額は 393,984円である。 

③平成 30年（2018年）4月 1日付で、広報費としてクリエイティブクラウド年間利用料 64,540円を

政務活動費から支出した。 

2019年（令和元年）7月に吹田市監査委員が 2017年（平成 29年）度の政務活動費に係る監査結果

を公表した後、請求人は 2019 年（令和元年）8 月 21 日付で 2018 年（平成 30 年）度の政務活動費の

返還状況について議会事務局職員に対し確認した。吹田市監査委員によって不適切支出があると認め

られた 2017年（平成 29年）度の政務活動費の支出と同様の支出が 2018年（平成 30年）度にもあっ

たのにもかかわらず、本件会派は 2018年（平成 30年）度の政務活動費について、一切自主的に返還

を行っていないことが確認できた。なお、本件会派と同様に 2017年（平成 29年）度の政務活動費の

支出が不適切であると監査委員によって判断された自由民主党絆の会は、既に 2018年（平成 30年）

度の政務活動費のうち、使途基準に合致しない会派のホームページに係る支出については、自主的に

返還を行っている。請求人は 2019 年（令和元年）9 月 13 日 17 時 28 分に議会事務局に電話をかけ、

本件会派の政務活動費の返還状況について再度確認したところ、前回確認した時と状況は変わってい

ないことが確認できた。本件会派は、2018 年（平成 30 年）度の政務活動費に関して、住民が再度住

民監査請求を行わない限り、自主的に政務活動費を返還することはなさそうであると請求人は感じ

た。 

本件会派が 2017年（平成 29年）度の政務活動費を不適切に支出したことについて、石川勝（石川

まさる）、後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、及び足立将一（あだちノブカツ）のいずれかが、吹田市民

に対して何らかの説明を行っていることは一切確認できず、また吹田市長後藤圭二、吹田市の議決機

関である吹田市議会、市長部局である議会事務局のいずれかが市民に対して何らかの説明を行ってい

ることも一切確認できなかった。不当に利得を得て吹田市に損害を与えていた石川勝（石川まさる）、

後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、及び足立将一（あだちノブカツ）らからは、反省している様子を窺
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うこともできなかった。元兵庫県議の■■■■■■や、元神戸市議の■■■は、政務活動費の不適切

支出について記者会見を行っていたことを鑑みると、これらとは対照的である。 

 

2）前記財務会計行為①～③の違法性について 

2‐1）財務会計行為①の違法性について 

吹田市監査委員は、本件ビラの印刷代に係る監査を行い、本件ビラの発行者が地域政党であるとの

体裁となっていることは否定できないことから、本件ビラの印刷代に政務活動費を充当することは政

務活動費の使途基準に反するという判断を行い、2019年（令和元年）7月にその監査結果を公表した。

そうすると、本件ビラの折込費用及びポスティング費用に、広報費として政務活動費を充当すること

も、政務活動費の使途基準に反するというべきである。 

なお、支出伝票の支払先欄に記載されている■■■■株式会社（以下、「本件企業」とする）のホ

ームページを確認したところ、本件企業が印刷やソフトウェアの開発を行っていることは確認できた

ものの、折込やポスティングを行っている企業なのか、あるいはその仲介を行っている企業なのかど

うかは確認できなかった。他の会派に所属する吹田市議会議員は、本件企業に対しビラの印刷を依頼

しその印刷費用に政務活動費を充当している一方、ビラのポスティングは本件企業ではなく、別の組

織に任せていた。監査委員が政務活動費の使途基準に反すると判断した本件ビラの印刷費用に係る領

収書は議会事務局に提出され、最近まで吹田市議会のホームページにて公開されていた。他方で、本

件ビラの折込費用及びポスティング費用に係る領収書は、吹田市議会のホームページで公開されてお

らず、2018 年（平成 30 年）10 月 26 日付の銀行の利用明細が公開されているだけである。銀行の利

用明細は、領収書ではなく、単に送金があったことを示しているに過ぎないので、銀行の利用明細は、

当該支出が折込費用及びポスティング費用に該当することを証する書類とはいえない。また、本件ビ

ラの印刷代金の支払いは 2018 年（平成 30 年）3 月に行われており、本件ビラに記載のイベントのう

ち最も早い時期のイベントは 2018 年（平成 30 年）5 月開催である。本件ビラの折込費用及びポステ

ィング費用の送金は 2018 年（平成 30 年）10 月 26 日付で行われている。請求人は、議会事務局職員

から、政務活動費の支出は発生主義会計を採用していない旨の説明を受けたものの、当該財務会計行

為自体が、本件ビラの折込費用及びポスティング費用に該当するものではなく、実際のところ別の広

報物の印刷代金ではないのかと疑義を抱いている。本住民監査請求の請求の対象とはしていないが、

吹田市議会議長は、吹田市議会政務活動費の交付に関する条例第 10 条に従い、政務活動費の適正な

運用を期するとともに、その使途の透明性の確保に一層努められたい。監査の過程で有印公文書偽造、

あるいは詐欺行為が明らかになった場合は、刑事訴訟法第 230条の定めに従い遅滞なく刑事告訴され

たい。同法第 239条 2項の定めにも留意されたい。 

 

2‐2）財務会計行為②の違法性について 

本件会派は政務活動費が充当された本件会派ホームページにおいて、寄付金を募る図画や吹田市長

選挙を戦うにあたって作成されたとみられる広報物等、政務活動費を充当することが不適切な相当数

の文書図画を 2018年（平成 30年）度中掲載していた。2019年（令和元年）7 月に吹田市監査委員が

公表した監査結果からも、同内容が確認できる。当該支出に政務活動費を充当することは、政務活動

費の使途基準に反した民法上の不法行為に他ならないというべきである。先の監査結果を受け、石川

勝（石川まさる）、後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、及び足立将一（あだちノブカツ）らが、もし当該

支出に政務活動費を充当することが適切でないと認識しながら、政務活動費を自主的に返還していな

かったのであれば、特段の事情がない限り、石川勝（石川まさる）、後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、

及び足立将一（あだちノブカツ）らは悪意の受益者というべきである。先の監査結果を受け、未だに

石川勝（石川まさる）、後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、及び足立将一（あだちノブカツ）らが当該支

出に政務活動費を充当することが適切であると認識していた、または考えもしなかったのであれば、

必要な注意を著しく欠いているというべきである。                   

 

2-3）財務会計行為③の違法性について 

 アドビ社の提供するクリエイティブクラウドによって、会派や議員個人のホームページ、平常時の

政治活動用ビラ、選挙運動用ビラ、平常時の政治活動用ポスター、選挙運動用ポスター、政治活動用
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のぼり、選挙運動用タスキ、及び政党のロゴなどの広報物のデザインを作成することができる。2018

年（平成 30年）に請求人が議会事務局職員に対しクリエイティブクラウドについて確認したところ、

クリエイティブクラウドは会派の広報物を作成するために使用されているとの回答を得た。 

クリエイティブクラウドを使用して作成された広報物が政務活動費の使途に合致しない内容の広

報物である場合、クリエイティブクラウドの支出が政務活動費の使途基準に適合しているとは言い難

い。吹田市監査委員は、2017 年（平成 29 年）度のクリエイティブクラウドの年間利用料に政務活動

費を充当することは政務活動費の使途基準に反するという判断を行っている。 

本件会派は他会派と共に、平成 30年（2018年）度、「有志によるタウンミーティング」及び「有志

による吹田市議会報告会」を開催した。その際、政務活動費を遣って「開催チラシ」が作成されてい

る。請求人が本件会派の所属議員ではない吹田市議会議員に確認したところ、「開催チラシ」は、本

件会派の所属議員ではない議員らが作成したものであるという説明を受けた。本件会派が政務活動費

を充当したクリエイティブクラウドは、「有志によるタウンミーティング」及び「有志による吹田市

議会報告会」に関する「開催チラシ」を作成するために使用されたものではない。 

前記項目 2-2で述べた通り、本件会派は、政務活動費を充当することができない会派ホームページ

について、広報費として政務活動費を支出してきた。 

請求人は、本件会派又は会派所属議員の議会報告や市政に関する広報物が他に無いか鋭意調査を試

みたところ、「後藤恭平の市政報告 2019.2vol.17」と記載されたビラを発見した。当ビラの印刷や

配布に政務活動費は使われていない。当ビラのデザインにクリエイティブクラウドが遣われたのであ

れば、クリエイティブクラウドの支出も使途基準に反しているというべきである。何故なら、ビラの

表面約 3分の 2は、後藤恭平（ごとうキョウヘイ）の上半身の写真や後藤恭平（ごとうキョウヘイ）

個人のプロフィール、「4児のパパは、子供たちに残したい未来がある！」という文言などが占めてお

り、その配置や大きさから、単に後藤恭平（ごとうキョウヘイ）個人を宣伝するものに過ぎず、後藤

恭平（ごとうキョウヘイ）の写真や「4 児のパパは、子供たちに残したい未来がある！」という文言

は、発行者を説明するものとして相当な範囲に収まっているとは言い難いし、「吹田新選会」という

記載は小さく 2か所あるものの、発行者が会派吹田新選会であることをこのビラから確認することは

困難であるからである。 

請求人は、本件会派の作成する広報物のうち、政務活動費を充当することができ、且つクリエイテ

ィブクラウドがそのデザインに使用されていそうな広報物が無いかさらに鋭意調査を行った。しかし

ながら、そのような広報物を発見することはできなかった。他方で、「吹田市議会議員石川まさる」

および「その要望、勝によっしゃ！まかしとき！！」と記載された、選挙に行くことの重要性を殊更

に強調する内容の石川勝（石川まさる）個人を宣伝するリーフレット（組織内討議資料と記載がある

ものの、組織構成員ではない請求人の自宅に投函されていた）、2018 年度の時点で政治団体吹田新選

会の構成員として活動している有澤由真（有澤ゆま）を宣伝する内容の広報物、政務活動費を充当す

ることができないのぼりやポスターなどの広報物を複数発見した。請求人は、これらの広報物には、

クリエイティブクラウドがそのデザインに使用されていそうであるという心証を形成した。 

本件会派がどの広報物にクリエイティブクラウドを使用したのかを立証する責任があるのは本件

会派である。本件会派がどの広報物にクリエイティブクラウドを使用したのか、またどの広報物にク

リエイティブクラウドを使用していないのか、クリエイティブクラウドが使用されずに作成された広

報物のデザインはどのようにして作成されたのかを十分に釈明及び立証できない限り、政務活動費を

クリエイティブクラウドの費用に充当することは違法というべきである。 

以上の通り、吹田市元監査委員の石川勝（石川まさる）、後藤恭平（ごとうキョウヘイ）、及び足立

将一（あだちノブカツ）らは政務活動費を違法に支出し、吹田市に損害を与え、不当に利得を得てお

り、民法上の不法行為を行っているというべきであるから、速やかに是正のための措置を講じられた

い。 

 

2.請求者 （略） 

 

3.地方自治法第 242 条第 1 項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を請求する。 
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4.添付した事実証明書 

・2018年（平成 30年）度 吹田新選会 政務活動費出納簿（科目別） 

・支払伝票 No.52（会派通信 No.36の会派通信折込費用及びポスティング費用に関する伝票） 

・吹田新選会通信 vol.36 の写し 

・2019年（令和元年）7月 26日付吹田市監査委員告示第 4号（一部のページのみ） 

・吹田新選会ホームページの写し、吹田新選会ホームページのスクリーンショットの写し 

・支払伝票 No.1（クリエイティブクラウド年間利用料に関する伝票） 

・「後藤恭平の市政報告」「2019.2vol.17」と記載されたビラの写し 

・「吹田市議会議員石川まさる」、「その要望、勝によっしゃ！まかしとき！！」と記載された、

選挙に行くことの重要性を殊更に強調する内容の議員個人のリーフレットの写し（組織内討議資

料と記載があるものの、組織構成員ではない請求人の自宅に投函されていた） 

 

第３ 監査の実施  

１ 監査委員の除斥 

   吹田市議会議員から選任された木村裕委員及び里野善徳委員については、地方自

治法（昭和 22年法律第 67号。以下「法」という。）第 199条の 2の規定により除斥

としました。 

 

 ２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

請求人に対しては､法第 242 条第 6 項の規定に基づき､証拠の提出及び陳述の機会

を設けたところ、令和元年 10 月 8 日に書面の提出及び請求の趣旨を補足する陳述が

なされました。 

（1） 補足説明書 

提出された補足説明書の内容は次のとおりです。 

 

■■■■は、2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員

である。2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である

■■■■は、2012 年に衆議院議員選挙に大阪第 13 区から自民党の公認を得て立候補する際に、吹田

市議会議員の職から退き、その時の衆議院議員選挙に落選した。当時の吹田新選会のホームページに

も、政務活動費が按分されることなく支出されており、当時の吹田新選会のホームページには、2007

年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた■■■■が国政選挙の公認を得ている

ことが窺えるような内容も掲載されており、さらに 2007年から 2012年まで吹田市議会会派吹田新選

会に所属していた■■■■の政治団体の機関紙や、寄付金を募る多数の文書図画が掲載されていたと

いうべきである。当時、■■■■らは、■■■■の国政選挙への立候補に関する広報を、政務活動費

が充当されたホームページにて行っていたというべきである。2007 年から 2012 年まで吹田市議会会

派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■は、2015年の大阪府議会議員選挙に吹
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田選挙区から立候補するも、最下位で落選した。2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会

に所属していた元吹田市議会議員である■■■■は、現在一般人ではなく、公職選挙法上の政治家で

あり、本人のホームページ（http://www.■■■■■■■■■■■■■■■）の記述『もちろん、政

治にはどっぷり関わるので、選挙にも出ることがあるかもしれません。いつでも立候補できる資金や

気合は、刀を砥ぐように、磨いておきます。』より、いつでも選挙に出ることができるよう準備をし

ていることが窺える。2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議

会議員である■■■■は、吹田市議会議員の職から退く前は、吹田市議会会派吹田新選会の代表者で

あり、且つ経理責任者であった。2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた

元吹田市議会議員である■■■■は、自身が会派吹田新選会の代表者であり且つ経理責任者だった時

に、寄付金を募る内容や、自身の政治団体の機関紙『ますらお』の写真、2011年に石川勝が吹田市長

選挙に立候補して惨敗した時の吹田市長選挙に関する広報物など、政務活動費を充当することが不適

切な文書図画が多数掲載された状態の吹田新選会会派ホームページに、按分することなく政務活動費

を支出してきており、不正支出が行われた政務活動費の支払い伝票には、2007 年から 2012 年まで吹

田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■の捺印がそれぞれ 2か所ず

つ確認できた。後藤恭平、足立将一、石川勝が所属するないし所属していた吹田新選会の政務活動費

の不正支出は、ここ 2 年の間だけ発生していたのではなく、2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派

吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■が会派吹田新選会の代表者及び経理責

任者だった頃から、継続的に行われていたのである。2012年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属し

ていた元吹田市議会議員である■■■■が吹田市議会議員の職から退いた後は、後藤恭平が吹田新選

会の代表者、2011 年から 2019 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた足立将一が経理責任

者であった。長年続いた政務活動費の不正支出は、2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選

会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■、2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新

選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■の元でインターンを経験し 2011年から 2019年

まで吹田市議会議員の職にあった元吹田市議会議員足立将一、後藤恭平、石川勝ら吹田新選会による

悪質な不法行為というべきである。 

2018年度も、吹田新選会の会派ホームページには、次の①～⑦の文書図画等が掲載されており、政

務活動費を充当したホームページでこれらを掲載することは、不適切であり不法行為というべきであ

る。 

①2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■

■■の写真 

②SNS mixi のコミュニティ『吹田しゃべり場』へのリンク（吹田しゃべり場は、2007 年から 2012

年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■と利用者の交流

を促進させるようなコミュニティとなっており、2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会

に所属していた元吹田市議会議員である■■■■を利用者に認識させ、宣伝するような内容となって

いた。） 

③2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■

■■個人の政治団体の機関紙『ますらお』の図画 

④2007 年から 2012 年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■

■■が代表者を務めており、石川勝が幹事長および会計責任者、足立将一がメンバーとなっている政

治団体『龍馬プロジェクト』を宣伝するためのリンクバナー。監査委員と判断は異なると思うが、請

求人は、政治団体吹田新選会と政治団体龍馬プロジェクトに何らかの関係があったとしても、政務活

動費が按分されることなく充当された会派のホームページに政治団体のリンクバナーを設置するこ

とは、不適切であると判断する。吹田市政そのものと龍馬プロジェクトに、関係性を見出すことは困

難である。 

⑤『■■■■■■』に代表されるように、会派吹田新選会と関係ない団体等のホームページへアク

セスするためのリンクバナー、政務活動費が充当された会派ホームページに掲載することが不適切な 

一般財団法人等のホームページへのリンクバナー                       

⑥『政治活動に関する寄付のお願い。100 円だけでも構いません！』など直接カンパを求める複数

の文書図画、100円玉の図画、2011年に吹田市長選挙を戦うにあたってお金が必要であることを説明
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する文書図画 

⑦2011年に石川勝が吹田市長選挙に立候補して惨敗する前に作成された、吹田市長選挙の構図など

吹田市長選挙に関する内容が掲載された『龍馬プロジェクト×吹田新選会』、『龍馬プロジェクト 

PRESS』と記載された複数の広報物や複数の動画の残骸。石川が吹田市長選挙を戦うにあたって作成

された番組を広報してきた『ユーストリーム』のページ 

 

石川勝は、2019年の吹田市議会議員選挙では、選挙公報に『クリーンな政治を貫く！』、『特定の団

体や個人を優遇する政治は NO！』と記載し、当選した。実態としては会派として政務活動費を長期に

わたり不正に支出し、不当に利得を得、市に損害を与えていたというべきだから、吹田市民としては

『お寒いな』と感じている。後藤恭平と共に早急に辞職して欲しいと感じている。 

 

ところで、2011年から 2019年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属し 2018年度まで会派の経理責

任者であった足立将一は、2019年執行の吹田市長選挙で後藤圭二を明確に応援していた。過去には、

2015年の吹田市議会議員選挙前に、足立将一の政治集会にて後藤圭二が演説をしたことがあった。会

派の代表者である後藤恭平は、2019年執行の吹田市長選挙・吹田市議会議員選挙にて、後藤圭二と一

緒になって選挙を戦った。仮に、吹田市長後藤圭二が、不正に政務活動費が遣われていることを知り

ながら、吹田新選会代表者後藤恭平や 2018 年度までの政務活動費の経理責任者足立将一が自身の仲

間であるから、政務活動費の返還請求を怠っていたのであれば、お友達優遇政治、お友達優遇行政と

いうべきである。その場合は、後藤圭二も任期終了を待たずに早期に辞職して欲しい。 

 

なお、本住民監査請求は、政務活動費 877,262円の返還請求権を行使するよう吹田市長後藤圭二に

勧告することを監査委員に対し請求するものであって、それ以外のことは請求していない。 

 

（2）請求人陳述 

陳述の内容は概ね次のとおりです。 

私の陳述は、提出書面のとおりです。あと、前回の住民監査請求の結果において、

東京高等裁判所の判例をあげられていましたが、どちらかというと尼崎市議会や奈良

県議会の政務活動費に関するもので大阪高等裁判所等、もう少し新しい判決が出てい

たと思うので、そういうのも参考にしてほしいと思います。 

また、春藤副市長に返還請求権の行使をするよう勧告を求める部分ですが、副市長

はあまり関係ないかと思いますので、そこを削除する訂正をしたいと思っています。 

 

以上の陳述の後、請求の要旨等に関し、監査委員から請求人に対し確認のための質

問があり、請求人からは概ね次のような補足説明がされました。 

ア 会派通信の折込費用とポスティング費用に関して、実際のところ別の広報物の印
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刷代金ではないかということについては疑念を抱いているが具体的なものはあり

ません。印刷会社に問合せをしてみたものの、返事はありませんでした。単に支払

を素早く行っていなかっただけかもしれませんが、折込費用とポスティング費用の

支払が印刷代の支払の約半年後なので不自然だなと感じただけです。 

イ 「有志によるタウンミーティング」及び「有志による吹田市議会報告会」の「開

催チラシ」が作成されています。これらは参加していた他の会派の方の情報などか

ら、本件会派以外の会派が作成したものであり、その費用については、関係会派の

間で割算をしていたと思います。 

ウ タウンミーティング自体に１回参加しました。それ自体には問題はありませんで

したが、チラシに後藤恭平とか足立将一とかの個人名が書かれていたにもかかわら

ず、タウンミーティングにはこの 2人は出席していませんでした。 

エ クリエイティブクラウドを使用した会派広報物については、その他に存在しない

か鋭意調査しましたが発見できませんでした。個人のチラシはありましたが、それ

に使われているのかどうかはわかりませんでした。見たところそれらの個人のチラ

シはある程度洗練された広報物で、何かクリエイティブな感じがしたものの、クリ

エイティブクラウドを使ったかどうかはわかりません。 

オ クリエイティブクラウドの利用料に政務活動費を充当するならば、それを使って

作成した広報物についても、政務活動費の使途基準に反していないことが求められ

ると思います。使途基準に反していないものと反するものが混在していた場合でも

だめだと思います。 

 

なお、本件監査請求における春藤副市長に関する記載の取扱いについては、陳述後

に監査委員事務局から請求人に確認したところ、記載は削除せずに、当初の請求書面

のまま監査を実施することとなりました。 
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３ 関係職員の事情聴取 

所管の議会事務局に対し資料の提出を求め、令和元年 10月 17日に関係職員から事

情聴取を行いました。 

聴取内容等の詳細については、第５ １（1）～（5）に記載しています。 

 

４ 関係人調査 

 令和元年 9月 30日付けで、吹田新選会（以下「本件会派」という。）に対し資料の

提出及び調査書への回答を依頼したところ、同年 10月 10日付けで本件会派から提出

及び回答がありました。 

また、本件会派からの折込及びポスティング業務を請け負ったとされる■■■■

株式会社（以下「本件企業」という。）に対して、令和元年 10 月 9 日付けで当該請

負業務内容等に関する調査の協力を依頼したところ、同月 18日付けで本件企業から

回答がありました。 

以上の関係人調査の内容の詳細については、第５ １（6）に記載しています。 

 

第４ 監査の対象 

請求の要旨及び陳述の内容等から判断して、監査対象事項を次のとおりとしました。 

１ 会派通信 vol.36 の折込費用及びポスティング費用を政務活動費から支出したこと

は違法であり、市に損害を与えているか。 

２ 本件会派ホームページ管理更新サービス料及びその振込手数料を政務活動費から

支出したことは違法であり、市に損害を与えているか。 

３ アドビ社の提供するクリエイティブクラウド年間利用料を政務活動費から支出し

たことは違法であり、市に損害を与えているか。 
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なお、本件監査結果においては、会派通信の発行号数について、「No.」「号」は

使用せず、「vol.」の表記で統一しています。 

 

第５ 監査の結果 

１ 事実関係 

関係職員の事情聴取及び提出資料並びに関係人調査により、以下のとおり事実を確

認しました。 

(1)  政務活動費の概要  

ア 根拠法令等について 

地方分権が進展し、地方公共団体の自己決定・自己責任が拡大する中、地方

議会の審議能力強化のため地方議員の調査活動基盤の充実を図るという観点か

ら、平成 12年 5月に法が改正され、地方自治体は条例により議会における会派

等に対し政務調査費が交付できるようになりました。 

その後、平成 24年 9月の法改正により、政務調査費の名称を「政務活動費」

に、交付の目的を「議会の議員の調査研究その他の活動に資するため」に改め、

政務活動費を充てることができる経費の範囲を条例で定めること（法第 100 条

第 14 項関係）、議長は、政務活動費の使途の透明性の確保に努めること（法第

100条第 16項関係）が定められました。 

本市では、吹田市議会政務活動費の交付に関する条例（平成 13年吹田市条例 

第 26号。以下「条例」という。）及び吹田市議会政務活動費の交付に関する条

例施行規則（平成 13年吹田市規則第 26号。以下「施行規則」という。）を制定

し、さらに、使途基準の明確化を図るために、吹田市議会政務活動費の取扱要

領(平成 25年 3月 1日制定。以下「取扱要領」という。)を定めるとともに、議

会事務局が作成した、支出に際しての留意事項等をまとめた政務活動費のてび
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き（以下「てびき」という。）を全議員に配布しています。 

 

イ 本市における政務活動費の取扱いについて 

（ア） 政務活動費の交付の対象（条例第 2条） 

吹田市議会における会派（1 人以上の議員で構成される団体であって、議

長に届出のあったものをいう。） 

（イ） 政務活動費の額（条例第 3条第 1項） 

各月１日における会派の所属議員数に月額 110,000円を乗じて得た額 

（ウ） 交付の方法（条例第 3条第 2項） 

各四半期の最初の月に、当該四半期に属する月の分を交付する。 

（エ） 収支報告書等の提出 （条例第 7条） 

       政務活動費の交付を受けた会派の代表者は、政務活動費に係る収入及び支

出の報告書（以下「収支報告書」という。）を作成し、施行規則で定める期

限までに議長に提出しなければならない。議長は、前項の規定により提出の

あった収支報告書の写しを速やかに市長に送付しなければならない。 

（オ） 政務活動費の返還（条例第8条） 

       政務活動費の交付を受けた会派の代表者は、政務活動費に係る収入の額が

支出の額を超えるときは、当該超える額を収支報告書の提出後速やかに返還

しなければならない。 

（カ） 透明性の確保（条例第10条） 

         議長は、収支報告書について必要に応じて調査を行う等、政務活動費の適

正な運用を期するとともに、その使途の透明性の確保に努めるものとする。 
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ウ 政務活動費の使途基準について 

（ア） 政務活動費を充てることのできる範囲（条例第 5条、別表） 

         会派が行う調査研究、研修、広報、広聴、市民相談、要請、陳情、各種会

議への参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動そ

の他市民の福祉の増進を図るために必要な活動に対して交付する。 

 (別表) 

項 目 内   容 

広 報 費 会派の活動及び市政に関する市民への報告に要する経費 

(注)本件監査請求に関係する項目のみ抜粋 

（イ）  政務活動費で支出できないもの（取扱要領） 

ａ 交際費的な経費 

せん別、慶弔、寸志、病気見舞、慶弔電報、賛助金、年賀状（購入及び印刷 

代金）など 

ｂ 海外出張旅費 

ｃ 政党本来の活動に属する経費 

党費、党大会ほか党務に関する会議の参加経費（旅費を含む。）など 

ｄ 政治団体発行の機関紙印刷代 

ｅ 選挙活動に伴う経費 

ｆ 回数券等金券購入に伴う経費及び在庫として置く郵便切手、郵便はがき  

の購入に要する経費 

ｇ その他名目のいかんを問わず議員個人に支給する経費 

（ウ） 按分による支出（取扱要領、てびき) 

    政務活動以外の活動にも使用されることが明確で、政務活動費と区分する 

ことが困難な経費については、次のとおり按分率や上限額を設けて支出してい
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ます。 

ａ 調査研究費のガソリン購入費      3分の 1とし月額上限 8千円 

ｂ 通信費の自宅（連絡所）設置電話使用料 3分の 1とし月額上限 5千円 

ｃ 通信費の携帯電話使用料        3分の 1とし月額上限 5千円 

ｄ 通信費のインターネット接続料（携行用）3分の 1とし月額上限 3千円 

ｅ 通信費のファクシミリ使用料      月額上限 3千円 

ｆ 事務所費           賃借料の 3分の 1とし月額上限 5万円 

ｇ 事務費の携行用事務機器購入費         3分の 1 

（エ） 政務活動費の支出例及び留意点 

       てびきに記載されている支出項目別留意点のうち、本件に係る広報費につ

いては、次のように定められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ） 領収書及び領収書に代わるもの（取扱要領、てびき） 

    政務活動費の支出に当たっては、領収書を徴することとする、ただし、

やむを得ないものについては、支払った事実を確認できるものをもって代

えることができるとしています。 

    例として、支払証明書（利用会社が発行したもの）、銀行等への振込み明

内   容 会派の活動及び市政に関する市民への報告に要する経費 

支 出 例 
広報紙、報告書等印刷費、ホームページ関係費、会場費、茶

菓子代、郵送料等 

留 意 点 

■広報紙、報告書、ホームページ等の支出 

①記載内容は、市政に関する調査研究などの広報及び市議

会における審議の経過、結果などの報告を中心とする。 

②発行者が会派であることが明確なものとする。 

 

■茶菓子代 

 社会通念上、適当と認められる範囲のものに限る。 

（ペットボトルのお茶、茶菓子等）  
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細書、通帳の該当部分の写し、利用会社からの請求書及びクレジット会社

発行の利用明細書を挙げています（組み合わせが必要な場合もあります。）。 

 

エ 政務活動費の検査について 

政務活動費の検査については、施行規則第7条によると、議長は会派の代表者

から提出のあった収支報告書並びに領収書等の証拠書類が添付された支払伝票

及び会計帳簿(以下「収支報告書等」という。)について検査を行うとされてお

り、吹田市議会政務活動費の検査実施要領（平成25年3月1日制定。以下「検査

実施要領」という。）によると、議会事務局長は議長の命を受け、収支報告書

等の検査を行うとされており、検査にあたっては、条例、施行規則及び取扱要

領並びに議会運営委員会の確認事項の趣旨にのっとって行うものとするとなっ

ています。 

また、検査実施要領によると、年度終了後の検査に備え、会派の代表者は毎 

年度第2四半期終了後、速やかに領収書等の証拠書類が添付された支払伝票及び

会計帳簿を提出し、議会事務局長の閲覧に供しており、議会事務局長は、検査

において疑義があると認めるときは、当該会派の代表者に対して説明を求める

ことができ、議長は、検査の結果、執行内容を不適正なものと認めたときは、

当該会派の代表者に修正を命じることができます。 

 

オ 政務活動費の公開について 

政務活動費の使途の透明性の確保に資するため、吹田市議会政務活動費の公 

開に関する要領(平成25年4月1日制定)を定め、収支報告書、会計帳簿、支払伝

票、領収書又は支払った事実を証する資料を年度終了後90日以内に吹田市議会

のホームページで掲載しています。 
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(2)  本件に係る政務活動費について 

ア 政務活動費の収支状況等について 

平成 30 年度における本件会派の政務活動費の収支状況は、令和元年 5 月 24

日付けで議長から市長に送付された収支報告書の写しによると以下のとおりで

す。 

収入合計額(Ａ) 支出合計額(Ｂ) 残額(Ａ-Ｂ) 

3,960,000 円 2,793,084円 1,166,916 円 

収入の額が支出の額を超えた 1,166,916 円については、同月 28 日に返納さ 

れています。 

 

イ 政務活動費の充当状況について（本件監査請求に関係する項目のみ抜粋） 

（ア） 本件会派通信折込費用及びポスティング費用 418,738円 

経費区分 支出年月日 
金額 

（円） 
支出内容 

広報費 平成 30年 10月 26日 418,738 会派通信折込費用及びポスティング費用 

なお、本件支出について、支払伝票の摘要欄には当該折込費用及びポスティ

ング費用の内訳並びに会派通信 vol.36等が記載されています。しかしながら、

本件監査請求を受けて、議会事務局が再度本件会派に確認したところ、折込に

ついては会派通信 vol.36の新聞折込費用でしたが、ポスティングについては、

当時会派控室内に残っていたバックナンバー分 vol.32、vol.33、vol.34 に

vol.36を加えた、4紙 1セットでの配布であったことが判明したとの説明があ

り、あわせて当時のポスティング依頼書の写しが本件会派から議会事務局に提

出されています。 
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（イ） 本件会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数料 計 393,984円 

経費区分 支出年月日 
金額 

（円） 
支出内容 

広報費 平成 30年 4月 11日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 5月 11日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 6月 26日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 7月 20日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 8月 10日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 9月 11日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 10月 2日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 11月 7日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 12月 19日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 30年 12月 27日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 31年 2月 27日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

広報費 平成 31年 3月 28日 32,832 
新選会ホームページ管理更新サービス料及び

振込手数料 

（ウ） クリエイティブクラウド年間利用料 64,540円 

経費区分 支出年月日 
金額 

（円） 
支出内容 

広報費 平成 30年 4月 1日 64,540 
MLP版 Creative Cloud メンバーシップ年間利

用料 

 

ウ 政務活動費の収支報告書の修正について 

本件監査中に、本件会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数料の計

393,984円については、本件会派が自主的に返納するとして、収支報告書修正届及

び収支報告書（修正分）が令和元年10月8日付けで議長宛てに提出、当該収支報告

書の写しが同日付けで議長から市長宛に送付されており、同月10日に本件会派から

返納されていることが確認されました。 
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また、本件会派通信折込費用及びポスティング費用418,738円のうち、会派通信

vol.36に係るものとして、折込費用127,138円及びポスティング費用72,900円、そ

の他会派通信vol.36を郵送した際にかかった費用として郵便切手代574円の計

200,612円について、本件会派が自主的に返納するとして、収支報告書修正届及び

収支報告書（修正分）が令和元年10月10日付けで議長宛てに提出、当該収支報告

書の写しが同日付けで議長から市長宛に送付されており、同月11日に本件会派か

ら返納されていることが確認されました。 

なお、修正後の収支報告書により確認した内容は以下のとおりです。 

修正年月日 収入合計額(Ａ) 支出合計額(Ｂ) 残額(Ａ-Ｂ) 

令和元年 10月 8日 3,960,000円 2,399,100円 1,560,900円 

令和元年 10月 10日 3,960,000円 2,198,488円 1,761,512円 

 

（3） 政務活動費に係る議会事務局の検査について 

本件における議会事務局の検査内容について聴取したところ、概ね次のとおり 

でした。 

ア 収支報告書等の検査について 

条例第 7 条及び施行規則第 6 条により、政務活動費の交付を受けた会派の代

表者は、年度終了後 30日以内に、収支報告書等を議長に提出することとなって

います。 

議会事務局では、第 2 四半期終了後（会派から領収書等の証拠書類が添付さ

れた支払伝票及び会計帳簿が閲覧に供されたとき）及び毎年度終了後に、複数

の職員で検査を行っています。主な留意事項として、①取扱要領に則した支出

が行われているか、②支払伝票に科目（項目）や金額等の記載誤りがないか、

③領収書等の証拠書類、添付義務書類が正しく添付されているか、④領収書の
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ただし書で支払内容が把握できるか、⑤出納簿の記載誤りがないか、⑥代表者

と経理責任者の押印漏れはないかなどを検査し、各会派に対し、支出が認めら

れないものや修正が必要な箇所等を伝え、各会派が修正等を行った後も再度チ

ェックを行っています。 

 

イ 本件広報費に係る検査について 

本件請求に係る支出については、政務活動費のうち広報費として充当されて

います。広報費は、条例別表によると、会派の活動及び市政に関する市民への

報告に要する経費とされており、てびきに記載されている支出の留意点として

①記載内容は、市政に関する調査研究などの広報及び市議会における審議の経

過、結果などの報告を中心とする、②発行者が会派であることが明確なものと

するとなっています。 

（ア）本件会派通信に係る折込費用及びポスティング費用の検査 

議会事務局は、本件会派から提出された支払伝票について、記載金額と添付

されている振込明細書の金額に差異がないか、支払日や支払先が請求書と合致

しているかなどの形式審査を行っています。また、ポスティングした広報紙は、

支払伝票に会派通信 vol.36と記載されており、これについては過去に印刷代

として政務活動費が充当されていることから、過去の年度を遡って支払伝票や

印刷物を確認し、どのようなものをポスティングしたのか、印刷部数よりポス

ティング数量が多くないか、枚数の矛盾はないかなどを確認しています。 

なお、広報紙の支出における検査の結果、議会事務局として政務活動費を充

当することが適当ではないと判断した場合には、発行された会派に説明して、

当該支出について取下げていただいたことがあると述べています。 

（イ）本件会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数料の検査 
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議会事務局は、検査実施要領に基づき、第 2四半期終了後に閲覧を行い、当

該年度終了後に、検査を実施しています。検査内容としては、会派のホームペ

ージが存在しているか、更新が行われているか、また、掲載している内容が、

市政に関する調査研究などの広報及び市議会における審議の経過、結果などの

報告となっているかを、トップページを中心に目視で確認を行っています。 

なお、リンクバナーについては、開いた先のページは管理者も異なり、会派

のホームページとは別物であると判断しており、検査の対象には含めてきてい

ません。そのため、平成 30 年度本件会派のホームページに関する検査におい

ても、上記の検査内容に反する掲載はないと判断し、政務活動費の充当を認め

たものです。 

（ウ）クリエイティブクラウド年間利用料の検査 

議会事務局は、提出された支払伝票について、当該年度のものか、記載金額

と添付されている領収書の金額に差異がないか、支払日や支払先が領収書と合

致しているかなどの形式審査を行うとともに、領収書が議員個人名であること

から、会派で共用しているのか、また、政務活動以外の用途に使用されること

はないか等を本件会派に口頭により確認しています。 

 

（4） 前回の監査結果を受けての議会事務局の対応について 

令和元年 7 月 26 日付けの監査結果を受け、同月 29 日に本件会派の代表者に対

し、監査委員の指摘内容を説明するとともに、不適切な支出と認められたものに

ついて自主返納の意思があるか否かの確認を行っています。同日夜に本件会派代

表者から自主的に返納する旨の申し出があり、同月 31日に返納手続きが完了して

います。その後、改めて本件会派に対し、当該勧告は平成 29年度を対象としたも

のであるが、他の年度で同様の支出が認められる場合には、その支出についても
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不適切であると解されるため、平成 29年度と同様に返還が必要である旨を説明し

ています。 

また、すべての会派を対象に、これまでに各会派が政務活動費を充当して発行

した広報紙に関し、今般の監査委員からの指摘事項に該当するもの又は類するも

のがないか再度検査を行うとともに、広報費の支出における注意点について近年

の裁判例なども示しながら説明を行っています。 

さらに、政務活動費の広報費の支出について、政務活動とその他の活動とが混

在する場合に実情にあった按分支出が行えるよう、運用の見直しを議会事務局か

ら議会に提案し、協議がなされましたが、引き続き検討が必要との意見があり、

まだ見直しには至っていません。 

平成 29 年度分で指摘を受けた事項に係る平成 30 年度分については、議会事務

局としても、早急に返納されるべきものと考えていますが、本件の指摘事項につ

いては本件会派がその内容を十分に理解し、より適切な政務活動費の使途につい

て改めて検証した上での返納が必要と思われることから、本件会派と議会事務局

との意見交換会を多数回にわたり行ってきています。 

なお、令和元年 7月 26日付けの監査結果を受けた後のこの 2か月半という期間

には、議会において地方公営企業会計に係る決算委員会や 9 月定例会が開催され

ていたことなども考慮すると、指摘事項を本件会派内で精査し、対応していくた

めに時間を要しているものと議会事務局では考えています。 

 

（5） 議会事務局からの提出資料  

ア 平成 30年度の政務活動費の交付、支出、検査等の根拠となった規程等（当時 

の条例、施行規則、要領、てびき等） 

イ 平成 30年度吹田新選会の政務活動費における、交付から精算手続きまでの一 
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連の起案文書等 

ウ 平成 30 年度 会派通信 vol.36 の折込費用及びポスティング費用の支払伝票

及び添付書類 

エ 平成 30 年度 会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数料の支払

伝票 12か月分及び添付書類 

オ 平成 30年度 クリエイティブクラウド年間利用料の支払伝票及び添付書類 

カ 平成 29年度 会派通信 vol.36の印刷代の支払伝票及び添付書類 

キ 吹田新選会通信 vol.32、vol.33、vol.34 

ク 平成 30年度 会派通信郵送のための切手購入費の支払伝票及び添付書類 

 

（6） 関係人調査について 

ア 本件会派に係る関係人調査について 

本件監査請求に関し、本件会派に対して調査を実施したところ、結果は次の

とおりでした。 

（ア）折込費用及びポスティング費用 

ａ 調査結果 

   本件会派は、会派通信の印刷費の支払年月日（平成 30 年 3 月 30 日）と折

込費用及びポスティング費用の支払年月日（同年 10 月 26 日）の時期が離れ

ている理由については、会派通信 vol.36について、まず折込を実施し、その

後会派通信 vol.32、vol.33、vol.34、vol.36をポスティングし、両方が完了

した時点で合算して支払ったためとしています。折込費用については同年 5

月 14日付けで、ポスティング費用については同年 10月 24日付けで請求があ

り、前述のとおり同年 10月 26日に支払っています。 

なお、領収書は受領していませんが、銀行の利用明細書を支払伝票に添付し
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ています。 

 ｂ 提出資料 

（ａ） ポスティング依頼書 

（ｂ） 平成 30 年 5 月 14 日付けの会派通信 vol.36 の折込費用に係る請求書

の写し 

（ｃ） 平成 30 年 10 月 26 日付けの本件企業への振込が確認できる金融機関

の利用明細の写し 

（イ）本件会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数料 

   ａ 調査結果 

本件監査請求書によると、政務活動費が充当されたホームページにおいて、

寄付金を募る図画や吹田市長選挙を戦うに当たって作成したとみられる広

報物等、政務活動費を充当することが不適切な相当数の文書図画を平成 30

年度中掲載していたとされていますが、これらの内容が政務活動に該当する

かについては、会派の政務活動と個人の政治活動を明確に区別することは極

めて困難であり、会派の政務活動と会派所属の議員個人の政治活動の関連を

市民の方に報告するための掲載であると本件会派は考えています。 

そして、吹田市議会における会派ホームページに関する政務活動費の充当

基準が詳細に決められていない中で、本件会派としては、政務活動費を充当

できる範囲であると認識した上で支出を計上したものとしています。 

また、令和元年 7月 26日付けの監査結果を受け、平成 30年度政務活動費

についても掲載期間等の調査を行い、対応について検討しています。 

なお、同年度分の本件会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数

料の計 393,984 円については、令和元年 10 月 8 日に自主返納の手続きをし

ています。 
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次に、政務活動費が充当されるべき基準については、司法の場では按分率

が示されるなど、費用の全額を政務活動費として充当すべきでないとする判

例があることに鑑み、支出計上した費用の一部について返還を求められるこ

とは容認できますが、全額の返還を求められることについては対応を検討し

ていくとし、一方で、吹田市議会としての使用基準を明確化すべきであるこ

とを主張していくと、本件会派は述べています。 

なお、本件請求に係る本件会派ホームページの掲載内容に対する各掲載期

間については下表のとおりです。 

 

掲載内容 掲載期間 

「2017.10.27 足立 他の自治体の選挙の応援に行く理

由」（新着ブログ一覧） 
2017年 10月～2019年 5月 

「カンパのお願い」のリンクバナー 2011年 3月～2019年 4月 

「■■■■■■」のリンクバナー 2010年 11月～2019年 5月 

「mixi吹田しゃべり場」のリンクバナー 2010年 11月～2019年 2月 

「前吹田市議会議員石川勝」のリンクバナー 2011年 5月～2019年 2月 

「株式会社■■■■■■」のリンクバナー 2010年 11月～2019年 2月 

「■■■■■■■■」のリンクバナー 2010年 11月～2019年 2月 

「ホームページ制作会社■■■■」のリンクバナー 2010年 11月～2019年 5月 

「寄付のお願い」「吹田新選会政治活動に関する寄付の

お願い」「頂いた寄付の活用方法」「寄付の方法」 
2011年 3月～2019年 4月 

「龍馬プロジェクト PRESS」 2011年 12月～2019年 5月 

「龍馬プロジェクト×吹田新選会」 2011年 4月～2019年 5月 

「ユーストリーム」「リアル」 2011年 1月～2019年 5月 

 

ｂ 提出資料 

ホームページの更新委託料に係る「ご契約内容」の写し 



 24 

(ウ）クリエイティブクラウド年間利用料 

ａ 調査結果 

      クリエイティブクラウドについては、これを使って写真、webアプリケーシ

ョンやモバイルアプリケーションのデザイン、3D アートワーク、ビデオなど

を作成、加工することができ、高品質なデザインやイラストを作成すること

ができるものとなっています。 

       「後藤恭平の市政報告 2019.2 vol.17」と記載されたビラ、「吹田市議会議

員石川まさる」「その要望、勝によっしゃ！まかしとき！！」と記載された

リーフレット、2018年度の時点で政治団体吹田新選会の構成員として活動し

ている有澤由真（有澤ゆま）を宣伝する内容の広報物及び政務活動費を充当

することができないのぼりやポスターなどの広報物の作成にクリエイティ

ブクラウドは使用していない旨述べています。 

      なお、平成 30年度にクリエイティブクラウドを使用して、以下 b の（ｄ）

から（ｇ）までの広報物を作成しています。 

 ｂ 提出資料 

（ａ）平成 30 年度 MLP 版 Creative Cloud メンバーシップ年間利用料に係る

アドビ社からの請求書の写し 

（ｂ）平成 30 年度 MLP 版 Creative Cloud メンバーシップ年間利用料に係る

アドビ社からの領収書の写し 

（ｃ）クリエイティブクラウドの機能を説明するものとして「illustrator」

の「概要と主な機能」が記載された書類 

（ｄ）「第２回吹田新選会市政報告＆意見交換会」 

（ｅ）「第３回吹田新選会市政報告＆意見交換会」 

（ｆ）「吹田で一番わかりやすい吹田市議会のはなし⑧」 
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（ｇ）「吹田で一番わかりやすい吹田市議会のはなし⑨」 

 

 イ 本件企業に係る関係人調査について 

本件監査請求に関し、本件企業が本件会派から請負った業務内容等について本件

企業に対して調査を実施したところ、結果は次のとおりでした。 

（ア） 請求金額に係る受注内容 

平成 30年 10月 26日に本件会派から振込みのあった 418,738円に係る受注内

容については、新聞折込とポスティングであったことが確認できています。 

新聞折込代については、会派通信 vol.36 の新聞折込費用として A3 サイズの

21,800 部に単価 5.4 円を乗じて得た額に消費税等を加えた 127,138 円となって

います。折込実施日は同年 5月 13日で、折込エリア等の詳細については、読売

新聞で江坂の他 3エリアで計 7,500枚、朝日新聞で江坂の他２エリアで計 6,300

枚、毎日新聞で江坂東の他２エリアで計 3,500 枚、サンケイ新聞で豊津の他 5

エリアで計 4,500枚となっています。 

次に、ポスティング代については、A3サイズの 4枚セット（vol.32、vol.33、

vol.34、vol.36をセット DM折り）で、20,000部に単価 13.5円を乗じて得た額

に消費税等を加えた 291,600 円となっています。ポスティング実施日は同年 10

月 9日で、ポスティング地区等については山田西 1丁目を含む全 79地区におい

て計 20,000部のポスティングを行っています。 

 （イ） 請求年月日 

請求年月日については、会派通信 vol.36の折込費用は平成 30年 5月 14日付

けで、ポスティング費用は同年 10月 24日付けとなっています。 

 （ウ） 領収書の発行 

領収書については銀行振込みによる処理のため、発行していないと述べてい
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ます。 

 （エ） 印刷物の経費とその配布に係る経費の入金日が離れている事情 

会派通信 vol.36の印刷を受注した際に、本件会派から新聞折込を検討してい

ると聞いており、その後受注し、折込希望日である平成 30 年 5 月 13 日に折込

を実施しています。その際、以前から配布できていなかった会派通信 vol.32、

vol.33、vol.34と今回の vol.36をセット折りしてポスティングを検討したいと

のことであったため、支払については、ポスティング終了後、2件合わせてでも

会社として支障がないという話を本件会派にしています。同年 10月 9日にポス

ティングを実施し、完了した後に併せて 418,738 円の入金を確認したと述べて

います。 

 

２ 判 断 

請求人は、政務活動費を充てることが適切でない「第４ 監査の対象」の１から３

までの財務会計行為について、政務活動費が支出されたことは、違法不当な公金の支

出に当たるため、本件会派に対し当該支出相当額の返還を請求する返還請求権の行使

を市長等に勧告することを求めています。 

政務活動費については、平成22年3月23日の最高裁判所の判決（平成21年(行ヒ)第

214号）において、「議員の調査研究活動は多岐にわたり、個々の経費の支出がこれに

必要かどうかについては議員の合理的判断にゆだねられる部分があることも確かで

ある」とし、政務調査費に係る支出が、政務活動のための必要性に欠けるものであっ

たことがうかがわれる場合には、特段の事情のない限り、これを使途基準に合致しな

い違法なものと判断されることになるとしています。 

そして、平成21年12月17日最高裁判所判決(平成20年(行ヒ)第386号)においては、

政務調査費の使途制限適合性は、政務調査費の具体的な目的や内容に立ち入っての審
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査の予定はしていない旨を判示しています。 

また、平成25年1月25日の最高裁判所の判決(平成22年(行ヒ)第42号)においては、 

「議員としての議会活動を離れた活動に関する経費ないし当該行為の客観的な目的

や性質に照らして議員の議会活動の基礎となる調査研究活動との間に合理的関連性

が認められない行為に関する経費は，これに該当しないものというべき」と判示して

います。 

これらのことから、議員の政務活動は多岐にわたり、議員が十分に役割を果たすに

は自主性、自立性が尊重されなければならないことを勘案すれば、個々の経費の支出

については議員の裁量的判断に委ねられるものであるが、一方で、政務活動費が使途

を限定して交付される公金であり、残余があれば返還しなければならないとされてい

ることからすれば、政務活動費が政務活動との間に合理的関連性が認められない行為

に関する経費に充てられた場合は、これらに相当する額について返還を求める措置を

講じる必要があります。  

本件の監査に当たっては、これらの考え方に基づき、本件支出に係る内容と政務活

動との合理的な関連性を確認したうえで、使途基準に反する違法又は不当なものであ

るか否かを判断しました。 

 

（1） 本件支出に係る使途基準について 

政務活動費を充てることのできる範囲については、条例第 5条の中で、「会派が

行う調査研究、研修、広報、広聴、市民相談、要請、陳情、各種会議への参加等

市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他市民の福祉の

増進を図るために必要な活動に対して交付する」とされています。 

広報費については、取扱要領において、「会派の活動及び市政に関する市民への

報告に要する経費」となっており、主な例として、広報紙・報告書等印刷費、ホ
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ームページ関係費等が挙げられています。また、てびきによると、広報費の支出

に当たっての留意事項として、「記載内容は、市政に関する調査研究などの広報及

び市議会における審議の経過、結果などの報告を中心とする。」及び「発行者が会

派であることが明確なものとする。」とされています。 

また、取扱要領には、政務活動以外の活動にも使用されることが明確で、政務

活動費と区分することが困難な経費については、按分率や上限額を設けています

が、広報費については按分の定めはなく、一方で政党本来の活動に属する経費、

選挙活動に伴う経費等については、政務活動費の対象外となります。 

 これは、本市においては政党本来の活動に属するものや選挙活動に関する記事

が一部でも掲載されている場合、按分が定められていない以上、広報費として政

務活動費の充当を認めないとするものと解され、この基準は、按分により一部政

務活動費の充当を認めている他市等よりも厳しいものとなっていると考えられま

す。 

広報費に関する判例としては、平成 25 年 1 月 31 日の名古屋高裁判決（平成 23

年（行コ）第 35号）において、「議員の広報活動は、選挙民を主たる対象として、

その時々の政治的、行政的課題についての自己の見解や活動内容を明らかにし、

逆に選挙民等から示された反応や意見をその後の活動に反映させることにより、

自分に対する支持や理解を取り付けることを主たる目的とするものであって、そ

の多くが政治活動、後援活動としての性格を併有していることは否定できない。

しかし、現代における政治的、行政的課題の相当部分は、最終的には主権者であ

る有権者が示した意向に沿って取組まれるべきものである上、その前提として有

権者に対して様々な情報が提供され、適切な判断が形成される必要があることも

いうまでもないから、議員の行う広報活動も、このような相互作用が全く期待で

きないようなものでない限り、議員の有する広範な職責を果たすために有益な政
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務活動に当たり、そのための費用は、政務活動費の本来の趣旨・目的に沿った支

出でないとはいえない。」とされています。また、平成 30年 5月 24日の東京高裁

の判決（平成 29 年(行コ)第 229 号）［原審：平成 29 年 6 月 29 日宇都宮地裁（平

成 23年(行ウ)第 8号）］においては、「広報紙やホームページの内容に、調査研究

の前提として必要とされる広報活動に該当する部分と、議員個人の宣伝や後援会

活動、政党活動、選挙活動に該当する部分が併存する場合、適切な比率により按

分がなされて政務調査費が充当されている必要がある。ただし、議員の行う公的

活動には政務調査活動と政務調査以外の政治活動があり、ホームページにおいて

も、通常は、政務調査活動についてスペースを割いていると推認される一方で、

政党活動や議員個人の宣伝等、政務調査に関するものとはいえない情報にもスペ

ースが割かれていると推認されるから、特段の事情が立証されない限りは、50％

で按分し、その限度を超えた支出は違法というべき」と判示しています。 

    本件については、政務活動費を充当することが違法な公金の支出と解されると

請求人が主張している財務会計行為について、以下個別に検討しました。 

 

（2） 個別の検討 

 ア 本件会派通信折込費用及びポスティング費用の支出について 

請求人は、会派通信vol.36については令和元年7月26日付けの監査結果により、

広報費として政務活動費を充当することが適切ではないと判断されており、そ

れにより会派通信vol.36の折込費用及びポスティング費用に、広報費として政

務活動費を充当することも、政務活動費の使途基準に反するというべきである

と主張しています。 

会派通信vol.36については、同監査結果において、政務活動費の使途基準に

反するものと判断しています。 
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当該支払伝票418,738円に係る本件企業からの請求については、議会事務局及

び本件会派への調査により、折込費用の127,138円、ポスティング費用の291,600

円に分かれており、折込については会派通信vol.36に関するもの、ポスティン

グについては、会派通信vol.32、vol.33、vol.34及び vol.36の4紙のセットの

ポスティングに関するものであることが確認できています。 

会派通信vol.36については、前述のとおり政務活動費の使途基準に反するも

のと判断しているため、その折込費用の127,138円については政務活動費を充当

することは適切ではなく、使途基準に反するものと言わざるを得ません。 

次に、ポスティングについては、前述のとおり会派通信vol.36を含むvol.32、

vol.33及びvol.34の4紙をセットで配布していること、さらに、本件会派及び本

件企業への調査により、配布部数は20,000部であること、1セット当たりの単価

は13.5円であることが確認できています。 

本件会派は、会派通信vol.36に係るものとして、ポスティング費用291,600円

の4分の1に当たる72,900円等を自主返納していますが、当該ポスティング費用

は、会派通信4紙を１セットとして配布した場合における単価に基づく算定額で

あることから、１セットとして配布した経費について、現段階において1紙分の

みを他と切り分けて算出することは困難であり、vol.36のポスティング費用を

ポスティング費用全体の4分の１として算出したことが客観的に妥当であると

判断することはできません。そして、本件ポスティング費用の4分の１の額のみ

を、会派通信vol.36のポスティング経費に相当する額として按分し返還したこ

とは、本市の政務活動費の広報費において按分の考え方を取入れていないこと

からすれば妥当とは言えず、4紙を１セットとして配布している本件ポスティン

グ費用の中に、政務活動費を充当することが適切ではないとされた会派通信

vol.36が含まれている以上、本件ポスティング費用291,600円全額についても、
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政務活動費を充当することは適切ではなく、使途基準に反すると言わざるを得

ません。 

 

イ 本件会派ホームページの管理更新サービス料及び振込手数料の支出について 

請求人は、本件会派ホームページにおいて、寄付金を募る図画や吹田市長選

を戦うに当たって作成されたとみられる広報物等、政務活動費を充当すること

が不適切な相当数の文書図画を2018年（平成30年）度中掲載していたと主張し

ています。そして、追加で提出された補足説明書において、2018年度も、吹田

新選会の会派ホームページには、次の①から⑦の文書図画等が掲載されており、

政務活動費を充当したホームページでこれらを掲載することは、不適切であり

不法行為というべきであるとしています。 

具体的には、①2007年から2012年まで吹田市議会会派吹田新選会に所属して

いた元吹田市議会議員である■■■■の写真、②SNSmixiのコミュニティ『吹田

しゃべり場』へのリンク（吹田しゃべり場は、2007年から2012年まで吹田市議

会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■と利用者の

交流を促進させるようなコミュニティとなっており、2007年から2012年まで吹

田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■を利

用者に認識させ、宣伝するような内容となっていた。）、③2007年から2012年

まで吹田市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■

■個人の政治団体の機関紙『ますらお』の図画、④2007年から2012年まで吹田

市議会会派吹田新選会に所属していた元吹田市議会議員である■■■■が代表

者を務めており、石川勝が幹事長および会計責任者、足立将一がメンバーとな

っている政治団体『龍馬プロジェクト』を宣伝するためのリンクバナー、⑤『■

■■■■■』に代表されるように、会派吹田新選会と関係ない団体等のホーム
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ページへアクセスするためのリンクバナー、政務活動費が充当された会派ホー

ムページに掲載することが不適切な一般財団法人等のホームページへのリンク

バナー、⑥『政治活動に関する寄付のお願い。100円だけでも構いません！』な

ど直接カンパを求める複数の文書図画、100円玉の図画、2011年に吹田市長選挙

を戦うにあたってお金が必要であることを説明する文書図画、⑦2011年に石川

勝が吹田市長選挙に立候補して惨敗する前に作成された、吹田市長選挙の構図

など吹田市長選挙に関する内容が掲載された『龍馬プロジェクト×吹田新選会』、

『龍馬プロジェクトPRESS』と記載された複数の広報物や複数の動画の残骸、石

川が吹田市長選挙を戦うにあたって作成された番組を広報してきた『ユースト

リーム』のページを挙げています。 

また、上記の④について請求人は、監査委員と判断は異なると思うが、政治

団体吹田新選会と政治団体龍馬プロジェクトに何らかの関係があったとしても、

政務活動費が按分されることなく充当された会派のホームページに政治団体の

リンクバナーを設置することは、不適切であり、吹田市政そのものと龍馬プロ

ジェクトに、関連性を見出すことは困難であると述べています。 

請求人から提出された資料等に基づき、本件会派に対し、ホームページの掲

載内容の掲載期間について調査したところ、一部のリンクバナーは平成31年2月

までの掲載であるものの、その他の掲載内容について平成30年度中は掲載を続

けていたことが本件会派からの回答により確認されました。 

これらの掲載内容については、令和元年7月26日付けの監査結果において、 

一部のリンクバナーについては政務活動費の使途基準に反するものとまでは言

えないと判断したものの、政治活動に関するカンパを募るものであること、本

件会派の政務活動との関連性が明確ではない団体、民間企業、音楽バンド等の

リンクバナーが貼られていたこと、過去の吹田市長選挙に関する選挙活動であ
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ることを否定できない内容を掲載していたこと、政治団体が発行した広報物を

ダウンロードできるようになっていることなどについては、使途基準に反する

ものとし、ホームページの管理更新サービス料に政務活動費を充当することは

適切ではないとしています。 

したがって、本市の政務活動費のうち按分の考え方を採用していない広報費

の取扱いにおいて、ホームページの掲載内容の中に、政務活動費を充当するこ

とがその使途基準に反するものと言える内容が含まれている場合については、

当該管理更新サービス料に関する費用の全額及びその振込手数料に対して政務

活動費を充当することは適切ではないことから、本件支出についても使途基準

に反するものと判断します。 

 

ウ クリエイティブクラウドの年間利用料の支出について 

請求人は、クリエイティブクラウドを使用して作成された広報物が政務活動費

の使途に合致しない内容の広報物である場合、クリエイティブクラウドの支出が

政務活動費の使途基準に適合しているとは言い難いと主張していると解されます。 

そして、印刷や配布に政務活動費が使われていないとされる「後藤恭平の市政

報告 2019.2 vol.17」と記載されたビラは、その表面の３分の２が後藤恭平の写

真や個人のプロフィールなど個人を宣伝する文言が占めていることと発行者が本

件会派であることを確認することが困難である状況において、もし当該ビラの作

成にクリエイティブクラウドが使われていたのであれば、クリエイティブクラウ

ドの年間利用料も使途基準に反するものであると述べています。 

また、請求人は、本件会派がどの広報物にクリエイティブクラウドを使用した

のかについての立証責任を有しており、クリエイティブクラウドが使用されずに

作成された広報物のデザインはどのように作成されたのかを十分に釈明及び立証

ができない限り、クリエイティブクラウドの年間利用料について政務活動費を充
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当することは違法というべきであると述べています。 

請求人から提出された事実証明書の「後藤恭平の市政報告 2019.2 vol.17」と

記載されたビラの写し、「吹田市議会議員石川まさる」「その要望、勝によっし

ゃ！まかしとき！！」と記載されたリーフレットの写し、本件監査請求書に記載

されている「2018年度の時点で政治団体吹田新選会の構成員として活動している

有澤由真（有澤ゆま）を宣伝する内容の広報物」及び請求人が複数発見した「政

務活動費を充当することができないのぼりやポスターなどの広告物」について、

本件会派に調査したところ、当該広報物等については、平成30年度においてクリ

エイティブクラウドを使用して作成したものではないとの回答がありました。 

また、本件会派に対して、同年度においてクリエイティブクラウドを使用して

どのようなものを作成したか確認したところ、以下の4種類の広報物の写しが提出

されました。 

（ア）「第２回吹田新選会市政報告＆意見交換会」 

（イ）「第３回吹田新選会市政報告＆意見交換会」 

（ウ）「吹田で一番わかりやすい吹田市議会のはなし⑧」 

（エ）「吹田で一番わかりやすい吹田市議会のはなし⑨」 

これらについては、本件会派による市政報告会や本件会派の所属議員による議

会における活動報告の実施予定日時、報告会の趣旨、場所及び料金が無料である

こと並びに議論の内容としてテーマを列記したもの及び本件会派所属議員が行っ

た市議会定例会議会質問項目等について記載されており、本件会派が市民に対し

て行う会派の政務活動報告と言えるものです。 

以上のように、同年度の政務活動費を充当することが適切ではない広報物等に

クリエイティブクラウドを使用したという事実は確認できなかったことから、同

年度に本件会派においてクリエイティブクラウドの不適切な使用があったとは認
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められず、また、同年度においてクリエイティブクラウドを使用して作成された

政務活動費の充当が可能と考えられる広報物が本件会派から提出されたことから、

本件のクリエイティブクラウドの年間利用料に対して政務活動費を充当すること

は使途基準に反するとは言えないものと判断します。 

 

（3） 小 括 

   以上の検討の結果は、次のとおりです。 

ア 上記（2）アの会派通信 vol.36の折込及びポスティング並びに同イの本件会派

ホームページに関する支出については、いずれも政務活動費の使途基準に反する

ものが認められました。それぞれの経費については以下のとおりです。 

（ア） 本件会派通信の折込費用及びポスティング費用 418,738円 

  （イ） 本件会派ホームページ管理更新サービス料及び振込手数料 

月額 32,832円の 12か月分 計 393,984円 

  （ウ） 上記（ア）及び（イ）の合計は 812,722円です。 

  なお、請求人が返還を求めている当該政務活動費のうち、（ア）の折込費用

127,138 円及びポスティング費用の一部 72,900 円並びに（イ）のホームページ

管理更新サービス料及び振込手数料 393,984 円の合計 594,022 円については、

既に本件会派から市に自主返納されています。 

しかし、本件ポスティング費用が、政務活動として認められるものとそれ以

外のものとに切り分けることが困難な支出であること、また、広報費について

は取扱要領等に照らしても按分の定めがないことから、その一部について政務

活動費の充当を認めることは適切とは言えず、残額 218,700円についても、市

に返還されるべきものであると認められます。 

よって、上記（ア）については請求人の主張の一部に理由があるものと認め、
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その余の請求については市に損害が発生していないことから、請求人の主張に

は理由がないものと判断します。 

 

イ 上記（2）ウのクリエイティブクラウドの年間利用料の支出については政務活 

動費の使途基準に反しているとは認められないことから、請求人の主張には理由

がないものと判断します。 

 

３ 結 論 

以上のとおり監査した結果、本件政務活動費に係る請求の一部に理由があると認

められるため、法第 242条第 4項の規定により市長に対して次のとおり勧告し、その

余の請求については棄却します。 

 

第６ 勧 告 

市長に対し、令和 2年 1月 7日までに、吹田新選会に交付した平成 30年度の政務

活動費のうち、使途基準に反するものと判断した金額 812,722円から当該会派が自主

返納した金額 594,022円を控除した残額である 218,700円について、当該会派に対し

て返還を求めるなど、必要な措置を講ずることを勧告します。 

なお、勧告に基づき講じた措置は法第 242 条第 9 項の規定により、当職に通知し

てください。 

 

 

 


